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金融監督等にあたっての留意事項について －事務ガイドライン－（第２分冊：保険会社関係） 

現   行 改 正 後 

１ 共通事項 

 

１－２ ソルベンシー・マージン比率等について 

 

１－２－２ 資本の安定性・適格性等のチェック 

 

(1) 告示第１条第７項に定める「ステップ・アップ金利が過大なもので

ある」かどうかは以下の条件に照らして判断するものとする。 

① (略)  

② 『「１５０ベーシス・ポイント」から「当初の金利のベースとな

るインデックスとステップアップ後の金利のベースとなるインデ

ックスとの間のスワップ・スプレッド」を控除した値』ないしは『「当

初の信用スプッレドの５０％」から「当初の金利のベースとなるイ

ンデックスとステップアップ後の金利のベースとなるインデック

スとの間のスワップ・スプッレド」を控除した値』以下となってい

るか。 

③ スワップ・スプッレドは、届出日ではなく価格決定時における当

初参照証券・金利とステップアップ後の参照証券・金利との値付け

の差により計算されるものであるが、これが確実に上記・の範囲内

となるよう計画されたものとなっているか。 

(注) 但し、平成１０年６月９日以降に発行、借入れ又は契約更改

が行われたものについてチェックすることとする。 

(2) (略) 

 

１ 共通事項 

 

１－２ ソルベンシー・マージン比率等について 

 

１－２－２ 資本の安定性・適格性等のチェック 

 

(1) 告示第１条第７項に定める「ステップ・アップ金利が過大なもので

ある」かどうかは以下の条件に照らして判断するものとする。 

① (略)  

② 『「１５０ベーシス・ポイント」から「当初の金利のベースとな

るインデックスとステップアップ後の金利のベースとなるインデ

ックスとの間のスワップ・スプレッド」を控除した値』ないしは『「当

初の信用スプレッドの５０％」から「当初の金利のベースとなるイ

ンデックスとステップアップ後の金利のベースとなるインデック

スとの間のスワップ・スプレッド」を控除した値』以下となってい

るか。 

③ スワップ・スプレッドは、届出日ではなく価格決定時における当

初参照証券・金利とステップアップ後の参照証券・金利との値付け

の差により計算されるものであるが、これが確実に上記・の範囲内

となるよう計画されたものとなっているか。 

(注) 但し、平成１０年６月９日以降に発行、借入れ又は契約更改

が行われたものについてチェックすることとする。 

(2) (略) 
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現   行 改 正 後 

 

１－２－４ ソルベンシー・マージン比率の計算に際してのチェック 

 

(1)～(3) （略） 

(4) 告示第２条第６項第１号及び第２号における「意図的に取引を行っ

ていると認められる場合における当該行っている取引」について、適

正な控除が行われているか。 

(注) 例えば、年度末時点での取引残高が当該年度の各月末時点での

取引残高の平均値を大きく上回っている場合や、年度末時点での

現物資産の保有残高に対するオフバランス取引の取引残高の割合

（以下、カバー率という。）が当該年度の各月末時点でのカバー率

の平均値を大きく上回っている場合において、その理由等を聴取

することとする。 

 

１－４ 子会社等について 

 

保険会社の子会社（法第２条第１２項に規定する子会社（同項の規定に

より子会社とみなされる会社を含む。）をいう。以下同じ。）、子法人等（令

第２条の２第２項に規定する子法人等（子会社を除く。）をいう。以下同

じ。）及び関連法人等（同条第３項に規定する関連法人等をいう。以下同

じ。）（以下「子会社等」という。）の業務範囲等については、法第１００

条に規定する他業禁止の観点から以下のとおりとする。 

なお、保険持株会社の子会社等についても、これに準じた取扱いを行う

ものとする 

(注 1)～(注 3) （略） 

 

１－２－４ ソルベンシー・マージン比率の計算に際してのチェック 

 

(1)～(3) （略） 

(4) 告示第２条第６項第１号及び第２号における「意図的に取引を行っ

ていると認められる場合における当該行っている取引」について、適

正な控除が行われているか。 

(注) 例えば、年度末時点での取引残高が当該年度の各月末時点での

取引残高の平均値を大きく上回っている場合や、年度末時点での

現物資産の保有残高に対するデリバティブ取引の取引残高の割合

（以下、カバー率という。）が当該年度の各月末時点でのカバー率

の平均値を大きく上回っている場合において、その理由等を聴取

することとする。 

 

１－４ 子会社等について 

 

保険会社の子会社（法第２条第１２項に規定する子会社（同項の規定に

より子会社とみなされる会社を含む。）をいう。以下同じ。）、子法人等（令

第２条の３第２項に規定する子法人等（子会社を除く。）をいう。以下同

じ。）及び関連法人等（同条第３項に規定する関連法人等をいう。以下同

じ。）（以下「子会社等」という。）の業務範囲等については、法第１００

条に規定する他業禁止の観点から以下のとおりとする。 

なお、保険持株会社の子会社等についても、これに準じた取扱いを行う

ものとする 

(注 1)～(注 3) （略） 
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現   行 改 正 後 

 

１－６ 不祥事件への対応 

 

１－６－１ 不祥事件の届出の受理等 

 

規則第85条第１項第17号に基づく不祥事件の届出の受理にあたっての

留意事項等は次のとおりとする。 

 

(1) 保険会社又は法第２条第１３項に規定する子会社（生命保険会社の

子会社である損害保険会社及び生命保険会社並びに損害保険会社の

子会社である生命保険会社及び損害保険会社を除く。以下「保険会社

等」という。）若しくは保険会社等の役員又は使用人（生命保険募集

人若しくは損害保険代理店又はその使用人として登録又は届出され

ている者を除く。）が規則第８５条第５項各号のいずれかに該当する

行為を行った場合は、当該保険会社等の社長から金融庁長官宛の届出

書を保険課が受理する。 

(2)～(5) （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－６ 不祥事件への対応 

 

１－６－１ 不祥事件の届出の受理等 

 

規則第85条第１項第17号に基づく不祥事件の届出の受理にあたっての

留意事項等は次のとおりとする。 

 

(1) 保険会社又は法第２条第１２項に規定する子会社（生命保険会社の

子会社である損害保険会社及び生命保険会社並びに損害保険会社の

子会社である生命保険会社及び損害保険会社を除く。以下「保険会社

等」という。）若しくは保険会社等の役員又は使用人（生命保険募集

人若しくは損害保険代理店又はその使用人として登録又は届出され

ている者を除く。）が規則第８５条第５項各号のいずれかに該当する

行為を行った場合は、当該保険会社等の社長から金融庁長官宛の届出

書を保険課が受理する。 

(2)～(5) （略） 
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現   行 改 正 後 

２ 生命保険募集関係 

 

２－３ 生命保険募集人の登録事務 

生保会社コード一覧 

(1) 生命保険会社 

会 社 名     コード 会 社 名     コード 会 社 名     コード 

日  本 ＤＡ ジブラルタ ＤＱ 三井みらい ＥＧ 

ｱｸｻｸ゙ ﾙｰﾌ゚ ﾗｲﾌ ＤＢ 明  治 ＤＲ あいおい ＥＨ 

日  産 ＤＣ 三  井 ＤＳ 千代田火災ｴﾋ゙ ｽ ＥＩ 

エトナヘイワ ＤＤ 住  友 ＤＴ 東京海上あんしん  ＥＪ 

東  邦 ＤＥ ソ ニ ー ＤＵ 同   和 ＥＫ 

東  京 ＤＦ セ ゾ ン ＤＶ 日    動  ＥＬ 

ｴｲｱｲｼ゙ ｰ･ｽﾀｰ ＤＧ 安田火災ひまわり ＤＷ 日本火災ﾊ゚ ｰﾄﾅｰ ＥＭ 

太  陽 ＤＨ ｸﾚﾃﾞｨ･ｽｲｽ ＤＸ 富    士 ＥＮ 

大  正 ＤＩ プルデンシャル ＤＹ スカンディア  ＥＯ 

第  一 ＤＪ ピーシーエー ＤＺ ｼ゙ ｰ･ｲｰ･ｴｼ゙ ｿﾝ  ＥＰ 

大  同 ＤＫ オリックス ＥＡ ﾏﾆｭﾗｲﾌ･ｾﾝﾁｭﾘｰ  ＥＱ 

第  百 ＤＬ ア ク サ ＥＢ ﾃ゙ ｨｰ･ｱｲ･ﾜｲ  ＥＲ 

大  和 ＤＭ アイエヌジー ＥＣ ハートフォード  ＥＳ 

安  田 ＤＮ 住友海上ゆうゆう ＥＤ あ ざ み  ＥＴ 

富  国 ＤＯ 共栄火災しんらい ＥＥ 

朝  日 ＤＰ 日本興亜 ＥＦ 

 

 

２ 生命保険募集関係 

 

２－３ 生命保険募集人の登録事務 

生保会社コード一覧 

(1) 生命保険会社 

会 社 名     コード 会 社 名     コード 会 社 名     コード 

日  本 ＤＡ 三  井 ＤＳ あ い お い      ＥＨ 

ｱｸｻｸ゙ ﾙｰﾌ゚ ﾗｲﾌ ＤＢ 住  友 ＤＴ 東京海上あんしん ＥＪ 

ﾏｽﾐｭｰﾁｭｱﾙ ＤＤ ソ ニ ー ＤＵ 日    動 ＥＬ 

ﾃｨ･ｱﾝﾄﾞ･ﾃﾞｨ･ 
ﾌｨﾅﾝｼｬﾙ 

ＤＦ 損保ｼﾞｬﾊﾟﾝひまわり ＤＷ 富    士 ＥＮ 

ｴｲｱｲｼ゙ ｰ･ｽﾀｰ ＤＧ ｸﾚﾃﾞｨ･ｽｲｽ ＤＸ スカンディア ＥＯ 

太  陽 ＤＨ プルデンシャル ＤＹ ｼ゙ ｰ･ｲｰ･ｴｼ゙ ｿﾝ ＥＰ 

第  一 ＤＪ ピーシーエー ＤＺ マニュライフ ＥＱ 

大  同 ＤＫ オリックス ＥＡ 
損保ジャパン 
ﾃ゙ ｨｰ･ｱｲ･ﾜｲ 

ＥＲ 

安  田 ＤＮ ア ク サ ＥＢ ハートフォード ＥＳ 

富  国 ＤＯ アイエヌジー ＥＣ 大  和 ＥＴ 

朝  日 ＤＰ 
三井住友海上 

きらめき 
ＥＤ 

三井住友海上 
ｼﾃｨｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ 

ＥＵ 

ジブラルタ ＤＱ 共栄火災しんらい ＥＥ あ お ば Ｅ V 

明  治 ＤＲ 日本興亜 ＥＦ 
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現   行 改 正 後 

 （注）新設会社のコードは、別に定める。 

 

(2) 外国生命保険会社等 
 

      会 社 名           コード 備    考 

 ﾊ゚ ｲｵﾆｱ･ｱﾒﾘｶﾝ･ｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ･ｶﾝﾊ゚ ﾆｰ ＦＡ  

 ﾜｰﾙﾄ゙ ･ｻｰﾋ゙ ｽ･ﾗｲﾌ･ｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ･ｶﾝﾊ゚ ﾆｰ ＦＢ  

 ｱﾒﾘｶﾝ･ﾗｲﾌ･ｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ･ｶﾝﾊ゚ ﾆｰ ＦＣ  居住者向け営業 

 ﾄﾗﾝｽｱﾒﾘｶ･ｵｸｼﾃ゙ ﾝﾀﾙ･ﾗｲﾌ･ｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ･ｶﾝﾊ゚ ﾆｰ ＦＤ  

 ｱﾒﾘｶﾝ･ｱﾐｶﾌ゚ ﾙ･ﾗｲﾌ･ｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ･ｶﾝﾊ゚ ﾆｰ ＦＥ  

 ﾅｼｮﾅﾙ･ﾄﾗﾍ゙ ﾗｰｽ゙ ･ﾗｲﾌ･ｶﾝﾊ゚ ﾆｰ ＦＦ  

 ﾕﾅｲﾃｯﾄ゙ ･ｵﾌ゙ ･ｵﾏﾊ･ﾗｲﾌ･ｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ･ｶﾝﾊ゚ ﾆｰ ＦＧ  

 ﾐｯﾄ゙ ﾗﾝﾄ゙ ･ﾅｼｮﾅﾙ･ﾗｲﾌ･ｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ･ｶﾝﾊ゚ ﾆｰ ＦＨ  

 ｱﾒﾘｶﾝ･ﾃ゙ ｨﾌｪﾝﾀ゙ ｰ･ﾗｲﾌ･ｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ･ｶﾝﾊ゚ ﾆｰ ＦＬ  

 ｱﾒﾘｶﾝ･ﾌｲﾃ゙ ﾘﾃｨ･ﾗｲﾌ･ｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ･ｶﾝﾊ゚ ﾆｰ ＦＭ  

 ﾌｧｰｽﾄ･ﾅｼｮﾅﾙ･ﾗｲﾌ･ｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ･ｶﾝﾊ゚ ﾆｰ･ｵﾌ゙ ･ｱﾒﾘｶ ＦＮ  

 ｵｰﾙﾄ゙ ･ﾘﾊ゚ ﾌ゙ ﾘｯｸ･ﾗｲﾌ･ｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ･ｶﾝﾊ゚ ﾆｰ ＦＰ  

 ﾄﾗﾝｽ･ﾜｰﾙﾄ゙ ･ｱｼｭｱﾗﾝｽ･ｶﾝﾊ゚ ﾆｰ ＦＲ  

 ﾕﾅｲﾃｯﾄ゙ ･ｻｰﾋ゙ ｽ･ﾗｲﾌ･ｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ･ｶﾝﾊ゚ ﾆｰ ＦＳ  

 ｱﾒﾘｶﾝ･ﾌｧﾐﾘｰ･ﾗｲﾌ･ｱｼｭｱﾗﾝｽ･ｶﾝﾊ゚ ﾆｰ･ｵﾌ゙ ･ｺﾛﾝﾊ゙ ｽ ＦＴ  居住者向け営業 

 ｺﾝﾊ゙ ｲﾝﾄ゙ ･ｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ･ｶﾝﾊ゚ ﾆｰ･ｵﾌ゙ ･ｱﾒﾘｶ ＦＵ  

 ﾅｼｮﾅｰﾚ･ﾈｰﾃ゙ ﾙﾗﾝﾃ゙ ﾝ 生命保険会社Ｎ．Ｖ． ＦＶ  

 ﾁｭｰﾘｯﾋ･ﾗｲﾌ･ｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ･ｶﾝﾊ゚ ﾆｰ ＦＷ  居住者向け営業 

 

 

 

(2) 外国生命保険会社等 

     会 社 名           コード 備    考 

 ﾊ゚ ｲｵﾆｱ･ｱﾒﾘｶﾝ･ｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ･ｶﾝﾊ゚ ﾆｰ ＦＡ  

 ﾜｰﾙﾄ゙ ･ｻｰﾋ゙ ｽ･ﾗｲﾌ･ｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ･ｶﾝﾊ゚ ﾆｰ ＦＢ  

 ｱﾒﾘｶﾝ･ﾗｲﾌ･ｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ･ｶﾝﾊ゚ ﾆｰ ＦＣ  居住者向け営業 

 ﾄﾗﾝｽｱﾒﾘｶ･ｵｸｼﾃ゙ ﾝﾀﾙ･ﾗｲﾌ･ｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ･ｶﾝﾊ゚ ﾆｰ ＦＤ  

 ｱﾒﾘｶﾝ･ｱﾐｶﾌ゚ ﾙ･ﾗｲﾌ･ｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ･ｶﾝﾊ゚ ﾆｰ ＦＥ  

 ﾅｼｮﾅﾙ･ﾄﾗﾍ゙ ﾗｰｽ゙ ･ﾗｲﾌ･ｶﾝﾊ゚ ﾆｰ ＦＦ  

 ﾐｯﾄ゙ ﾗﾝﾄ゙ ･ﾅｼｮﾅﾙ･ﾗｲﾌ･ｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ･ｶﾝﾊ゚ ﾆｰ ＦＨ  

 ｱﾒﾘｶﾝ･ﾃ゙ ｨﾌｪﾝﾀ゙ ｰ･ﾗｲﾌ･ｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ･ｶﾝﾊ゚ ﾆｰ ＦＬ  

 ｱﾒﾘｶﾝ･ﾌｲﾃ゙ ﾘﾃｨ･ﾗｲﾌ･ｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ･ｶﾝﾊ゚ ﾆｰ ＦＭ  

 ﾌｧｰｽﾄ･ﾅｼｮﾅﾙ･ﾗｲﾌ･ｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ･ｶﾝﾊ゚ ﾆｰ･ｵﾌ゙ ･ｱﾒﾘｶ ＦＮ  

 ｵｰﾙﾄ゙ ･ﾘﾊ゚ ﾌ゙ ﾘｯｸ･ﾗｲﾌ･ｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ･ｶﾝﾊ゚ ﾆｰ ＦＰ  

 ﾄﾗﾝｽ･ﾜｰﾙﾄ゙ ･ｱｼｭｱﾗﾝｽ･ｶﾝﾊ゚ ﾆｰ ＦＲ  

 ﾕﾅｲﾃｯﾄ゙ ･ｻｰﾋ゙ ｽ･ﾗｲﾌ･ｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ･ｶﾝﾊ゚ ﾆｰ ＦＳ  

 ｱﾒﾘｶﾝ･ﾌｧﾐﾘｰ･ﾗｲﾌ･ｱｼｭｱﾗﾝｽ･ｶﾝﾊ゚ ﾆｰ･ｵﾌ゙ ･ｺﾛﾝﾊ゙ ｽ ＦＴ  居住者向け営業 

 ｺﾝﾊ゙ ｲﾝﾄ゙ ･ｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ･ｶﾝﾊ゚ ﾆｰ･ｵﾌ゙ ･ｱﾒﾘｶ ＦＵ  

 ﾅｼｮﾅｰﾚ･ﾈｰﾃ゙ ﾙﾗﾝﾃ゙ ﾝ 生命保険会社Ｎ．Ｖ． ＦＶ  

 ﾁｭｰﾘｯﾋ･ﾗｲﾌ･ｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ･ｶﾝﾊ゚ ﾆｰ ＦＷ  居住者向け営業 

 ｶｰﾃ゙ ｨﾌ･ｿｼｴﾃ･ｳ゙ ｨ ＦＸ  居住者向け営業 
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現   行 改 正 後 

 ｶｰﾃ゙ ｨﾌ･ｿｼｴﾃ･ｳ゙ ｨ ＦＸ  居住者向け営業  

 

（注）新規進出会社のコードは、別に定める。 

 

 

３ 損害保険関係 

 

３－１ 損害保険募集関係 

 

３－１－２ 募集活動の適正化 

 

(1)～(5) （略） 

(6) 法第３００条第１項第７号関係 

①・② （略） 

③ 外貨建て保険募集上の留意事項 

外貨建て保険（規則第８３条第３号に規定する保険契約のうち、

事業者を保険契約者とするものを除く。）の募集に際しては、契約

者等の保護を図る観点から、法第３００条第１項第７号関係（省令

第２３３条を含む）の規定に特に留意のうえ、募集時に為替リスク

の存在について十分説明を行うとともに、契約者が為替リスク等に

ついて了知した旨の確認書等の徴求を徹底しているかどうか。 

(7)～(10) （略） 

 

 

 

 
 

 

 

 

３ 損害保険関係 

 

３－１ 損害保険募集関係 

 

３－１－２ 募集活動の適正化 

 

(1)～(5) （略） 

(6) 法第３００条第１項第７号関係 

①・② （略） 

③ 外貨建て保険募集上の留意事項 

外貨建て保険（規則第８３条第３号に規定する保険契約のうち、

事業者を保険契約者とするものを除く。）の募集に際しては、契約

者等の保護を図る観点から、法第３００条第１項第７号関係（規則

第２３３条を含む。）の規定に特に留意のうえ、募集時に為替リス

クの存在について十分説明を行うとともに、契約者が為替リスク等

について了知した旨の確認書等の徴求を徹底しているかどうか。 

(7)～(10) （略） 
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現   行 改 正 後 

 

３－２ 損害保険代理店の登録関係 

別表１ 

代 理 申 請 会 社 別 区 分 番 号 

会 社 名           番 号 会 社 名           番 号 

住        友 ０１ ゲ ー リ ン グ           ４９ 

共 栄           ０２ ス ミ セ イ           ５２ 

日 本 興 亜 ※           ０３ 第 一 ラ イ フ           ５３ 

三 井           ０４ ニ ッ セ イ 同 和 ※           ５４ 

大        成 ０５ 三 井 ラ イ フ           ５５ 

あ い お い ※           ０６ 明 治           ５６ 

あ い お い           ０８ 安 田 ラ イ フ           ５７ 

東 海           ０９ 安 田 ﾗ ｲ ﾌ ダ ｲ ﾚ ｸ ﾄ           ５８ 

ニ ッ セ イ 同 和           １０ ﾛ ｰ ﾔ ﾙ ・ ｴ ｷ ｽ ﾁ ｪ ﾝ ジ           ６２ 

セ コ ム           １１ ｳ ｨ ﾝ ﾀ ｰ ﾄ ｩ ﾙ ｽ ｲ ｽ           ６５ 

日 動           １２ エ ー ス           ６６ 

日 産           １３ チ ュ ー リ ッ ヒ           ６７ 

日 新           １４ ゼ ネ ラ リ           ６８ 

日 本 興 亜           １５ ガ ン           ６９ 

富 士           １６ ﾘ バ ﾃ ｨ ｰ ・ ﾐ ｭ ｰ ﾁ ｭ ｱ ﾙ           ７４ 

安 田           １７ ザ・ニュー・インディア ７７ 

朝 日           １８ ア ク サ           ８２ 

 

太 陽           １９ キ ュ ー ビ ー イ ー           ８３ 

 

 

３－２ 損害保険代理店の登録関係 

別表１ 

代 理 申 請 会 社 別 区 分 番 号 

 

会    社    名  番 号        会 社 名            番 号     

三  井  住  友 ※ ０１ Ａ Ｉ Ｕ           ３９ 

共 栄           ０２ ロ ン ド ン           ４０ 

日 本 興 亜 ※           ０３ ロ イ ズ          ４４ 

三  井  住  友 ０４ ゲ ー リ ン グ           ４９ 

損 保 ジ ャ パ ン ※ ０５ ス ミ セ イ           ５２ 

あ い お い ※           ０６ 損 保 ジ ャ パ ン ※ ５３ 

あ い お い           ０８ ニ ッ セ イ 同 和 ※           ５４ 

東 海           ０９ 三 井 ラ イ フ           ５５ 

ニ ッ セ イ 同 和           １０ 明 治           ５６ 

セ コ ム           １１ 安 田 ラ イ フ           ５７ 

日 動           １２ 安 田 ﾗ ｲ ﾌ ダ ｲ ﾚ ｸ ﾄ           ５８ 

損 保 ジ ャ パ ン ※ １３ ｳ ｨ ﾝ ﾀ ｰ ﾄ ｩ ﾙ ｽ ｲ ｽ           ６５ 

日 新           １４ エ ー ス           ６６ 

日 本 興 亜           １５ チ ュ ー リ ッ ヒ           ６７ 

富 士           １６ ゼ ネ ラ リ           ６８ 

損 保 ジ ャ パ ン １７ ザ・ニュー・インディア ７７ 

朝 日           １８ ア ク サ           ８２ 

日 本 興 亜 ※           １９ キ ュ ー ビ ー イ ー           ８３ 
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現   行 改 正 後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ 当該番号については、合併前の既存代理店において使用する代理申請会社別番号である。 

 

 

３－３ 損害保険会社の経理処理 

 

３－３－２ 価格変動準備金の取崩し 

 

(1) （略） 

(2) 価格変動準備金の株式売買損失額及び株式売買利益額の計算には、

次の額を含めるものとする。 

① 価格変動準備金対象資産に係る証券取引法第２条第１３項に規

定する有価証券先物取引、同１５６条の３第１項に規定する信用取

大 同           ２２ カ ー デ ィ フ           ８６ 

セ ゾ ン           ２３ イ ー グ ル ・ ス タ ー           ９１ 

ジ ェ イ ア イ           ２４ フ ェ デ ラ ル           ９３ 

ア リ ア ン ツ           ２５ ザ ・ ト ラ ベ ラ ー ズ           ９４ 

ユ ナ ム ・ ジ ャ パ ン           ２６ ﾛｲﾔﾙ･ｱﾝﾄﾞ･ｻﾝｱﾗｲｱﾝｽ ９５ 

ソ ニ ー          ２７ 現 代           ９６ 

三 井 ダ イ レ ク ト          ２８ ラ ン バ ー メ ン ズ           ９９ 

コ フ ァ ス          ３５ 安田火災ﾌｨﾅﾝｼｬﾙｷﾞｬﾗﾝﾃｨ ３Ａ 

ｱ ﾒ ﾘ ｶ ﾝ ・ ﾎ ｰ ﾑ           ３７ 

Ａ Ｉ Ｕ           ３９ 

ロ ン ド ン           ４０ 

 

ロ イ ズ          ４４ 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 当該番号については、合併前の既存代理店において使用する代理申請会社別番号である。 

 

 

 

 

 

３－３ 損害保険会社の経理処理 

 

３－３－２ 価格変動準備金の取崩し 

 

(1) （略） 

(2) 価格変動準備金の株式売買損失額及び株式売買利益額の計算には、

次の額を含めるものとする。 

① 価格変動準備金対象資産に係る証券取引法第２条第１７項に規

定する有価証券先物取引、同１５６条の２４第１項に規定する信用

大 同           ２２ カ ー デ ィ フ           ８６ 

セ ゾ ン           ２３ イ ー グ ル ・ ス タ ー           ９１ 

ジ ェ イ ア イ           ２４ フ ェ デ ラ ル           ９３ 

ア リ ア ン ツ           ２５ ザ ・ ト ラ ベ ラ ー ズ           ９４ 

ユ ナ ム ・ ジ ャ パ ン           ２６ ﾛｲﾔﾙ･ｱﾝﾄﾞ･ｻﾝｱﾗｲｱﾝｽ ９５ 

ソ ニ ー          ２７ 現 代           ９６ 

三 井 ダ イ レ ク ト          ２８ ラ ン バ ー メ ン ズ           ９９ 

コ フ ァ ス          ３５ 損保ｼﾞｬﾊﾟﾝﾌｨﾅﾝｼｬﾙｷﾞｬﾗﾝﾃｨ ３Ａ 

ｱ ﾒ ﾘ ｶ ﾝ ・ ﾎ ｰ ﾑ           ３７ ヘ ル メ ス ４Ａ 
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現   行 改 正 後 

引及び規則第４７条第９号（又は規則第１３９条）から第１２号ま

でに掲げる取引その他これらに準ずる取引（金利関連の金融派生商

品取引を除く。）により生じた売却（損）益、評価（損）益及び為

替差（損）益の額 

② （略） 

(3) (略) 

 

３－３－８ 税効果会計導入に伴う責任準備金算出方法書等の取扱い 

 

税効果会計を適用する会社においては、その適用の最初の事業年度末ま

でに責任準備金算出方法書等に以下のような措置を実施しているか。 

また、税効果会計を適用しない会社においても以下の(1)及び(2)の措置

を実施しているか。 

 

(1) 自動車損害賠償責任保険の責任準備金算出方法書において、各準備

金の積立て及び取崩しに係る法人税等相当額控除の規定を削除して

いるか。また、税率変更時の積立て及び取崩しの規定を新たに設けて

いるか。 

なお、上記措置を実施している保険会社は、自動車損害賠償保障法

第２８条の３第１項に規定する準備金の積立て等に関する省令第２

条第２号において、税効果会計を適用しているものとみなす。 

(2)～(4) （略） 

 

 

 

取引及び規則第４７条第９号（又は規則第１３９条）から第１２号

までに掲げる取引その他これらに準ずる取引（金利関連の金融派生

商品取引を除く。）により生じた売却（損）益、評価（損）益及び

為替差（損）益の額 

② （略） 

(3) (略) 

 

３－３－８ 税効果会計導入に伴う責任準備金算出方法書等の取扱い 

 

税効果会計を適用する会社においては、その適用の最初の事業年度末ま

でに責任準備金算出方法書等に以下のような措置を実施しているか。 

また、税効果会計を適用しない会社においても以下の(1)及び(2)の措置

を実施しているか。 

 

(1) 自動車損害賠償責任保険の責任準備金算出方法書において、各準備

金の積立て及び取崩しに係る法人税等相当額控除の規定を削除して

いるか。また、税率変更時の積立て及び取崩しの規定を新たに設けて

いるか。 

なお、上記措置を実施している保険会社は、自動車損害賠償保障法

第２８条の３第１項に規定する準備金の積立て等に関する命令第２

条第２号において、税効果会計を適用しているものとみなす。 

(2)～(4) （略） 
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現   行 改 正 後 

 

３－６ 損害保険商品の届出等関係 

 

３－６－２ 特約自由方式等の取扱い 

 

(1) 保険会社が、企業分野の保険について、届出をしないで特約を新設

し又は変更することができる旨を事業方法書に定めようとする場合

には、以下の点に留意して審査することとする。 

① （略） 

② 規則第８３条第３号ルに規定する総付保台数１０台以上の自動

車保険契約 

イ （略） 

ロ 次に掲げる要件を満たす保険契約であるかどうか。 

ａ 保険契約者等（保険契約者又は当該保険契約者の連結子会社

等（当該保険契約者が連結財務諸表の用語、様式及び作成方法

に関する規則（昭和５１年大蔵省令第２８号）第２条に規定す

る連結財務諸表提出会社である場合には同条に規定する連結子

会社、非連結子会社及び関連会社（非連結子会社及び関連会社

にあっては、同令第１０条第１項から第３項までの規定に基づ

き持分法が適用されるものに限る。以下このａにおいて同じ。）

を、当該保険契約者が連結子会社、非連結子会社又は関連会社

である場合には同令第２条に規定する連結財務諸表提出会社並

びにその連結子会社、非連結子会社及び関連会社をいう。以下

このロにおいて同じ。）のいずれかをいう。以下このロにおいて

同じ。）が、所有する自動車（保険契約者等が所有権留保条項付

 

３－６ 損害保険商品の届出等関係 

 

３－６－２ 特約自由方式等の取扱い 

 

(1) 保険会社が、企業分野の保険について、届出をしないで特約を新設

し又は変更することができる旨を事業方法書に定めようとする場合

には、以下の点に留意して審査することとする。 

① （略） 

② 規則第８３条第３号ルに規定する総付保台数１０台以上の自動

車保険契約 

イ （略） 

ロ 次に掲げる要件を満たす保険契約であるかどうか。 

ａ 保険契約者等（保険契約者又は当該保険契約者の連結子会社

等（当該保険契約者が連結財務諸表の用語、様式及び作成方法

に関する規則（昭和５１年大蔵省令第２８号）第２条に規定す

る連結財務諸表提出会社である場合には同条に規定する連結子

会社、非連結子会社及び関連会社（非連結子会社及び関連会社

にあっては、同規則第１０条の規定に基づき持分法が適用され

るものに限る。以下このａにおいて同じ。）を、当該保険契約者

が連結子会社、非連結子会社又は関連会社である場合には同令

第２条に規定する連結財務諸表提出会社並びにその連結子会

社、非連結子会社及び関連会社をいう。以下このロにおいて同

じ。）のいずれかをいう。以下このロにおいて同じ。）が、所有

する自動車（保険契約者等が所有権留保条項付売買契約により
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現   行 改 正 後 

売買契約により購入した自動車、自動車を有償で貸し渡すこと

を業とする者（以下この(1)において「リース業者」という。）

から１年以上を期間とする貸借契約（保険契約者等が所有して

いた自動車をリース業者に譲渡した後、当該自動車を貸借契約

に基づき有償で借り受けている場合には、当該保険契約者等が

当該自動車を所有していた期間と当該貸借契約の期間との通算

期間が１年以上となる貸借契約を含む。以下このロにおいて同

じ。）に基づき有償で借り受けている自動車及び国（外国の政府

を含む。）又は地方公共団体（保険契約者が公益法人である場合

には、地方公共団体以外の公共団体を含む。）から無償で貸与を

受けている自動車を含む。）を対象とする保険契約であること。 

ｂ・ｃ （略） 

③ 規則第８３条第３号ヲに規定する販売用等自動車保険契約 

イ・ロ （略） 

ハ 同号ル(2)に規定する自動車として届け出る自動車は、以下の

ものとなっているか。 

ａ～ｃ （略） 

(2)・(3) （略） 

 

 

 

 

 

 

 

購入した自動車、自動車を有償で貸し渡すことを業とする者（以

下この(1)において「リース業者」という。）から１年以上を期

間とする貸借契約（保険契約者等が所有していた自動車をリー

ス業者に譲渡した後、当該自動車を貸借契約に基づき有償で借

り受けている場合には、当該保険契約者等が当該自動車を所有

していた期間と当該貸借契約の期間との通算期間が１年以上と

なる貸借契約を含む。以下このロにおいて同じ。）に基づき有償

で借り受けている自動車及び国（外国の政府を含む。）又は地方

公共団体（保険契約者が公益法人である場合には、地方公共団

体以外の公共団体を含む。）から無償で貸与を受けている自動車

を含む。）を対象とする保険契約であること。 

ｂ・ｃ （略） 

③ 規則第８３条第３号ヲに規定する販売用等自動車保険契約 

イ・ロ （略） 

ハ 同号ヲ(2)に規定する自動車として届け出る自動車は、以下の

ものとなっているか。 

ａ～ｃ （略） 

(2)・(3) （略） 
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現   行 改 正 後 

 

３－９ 産業活力再生特別措置法に関する損害保険会社の留意事項につい

て 

 

３－９－２ 産活法第３条第６項第１号及び同法告示第１１条の事業再構

築の認定の基準について 

 

(1)～(3) （略） 

 

３－９ 産業活力再生特別措置法に関する損害保険会社の留意事項につい

て 

 

３－９－２ 産活法第３条第５項第１号及び同法告示第１１条の事業再構

築の認定の基準について 

 

(1)～(3) （略） 

 



 

現        行 改    正    後 

 
別添１：参考様式集 
 (1) 生命保険関係 
 
別紙様式５ 
                                                       文書番号 
                                           年    月    日 
   
  金融庁長官○○○○殿 
                              保険会社名（又は外国生命保険会社） 
                              代表者名（又は日本における代表者名） 印 
   
                          

○○○○に係る業務の代理又は事務の代行に関する認可申請書 
 
 
  ○○○○に係る業務の代理又は事務の代行を行いたく、保険業法第９８条
第２項（又は法第１９９条において準用する法第９８条第２項）の規定に基
づき、別紙のとおり認可を申請いたします。        
 
                                 
 
（注）  添付書類 
        １．別紙様式５の２ 
        ２．保険業法施行規則第５１条の２第１項（又は同規則第１４１条

の２第１項）に掲げる書類 
        ３．業務の代理又は事務の代行に関する契約書 
 
 

 
別添１：参考様式集 
 (1) 生命保険関係 
 
別紙様式５ 
                                                       文書番号 
                                           年    月    日 
   
  金融庁長官○○○○殿 
                              保険会社名（又は外国生命保険会社） 
                              代表者名（又は日本における代表者名）印 
   
                          

○○○○に係る業務の代理又は事務の代行に関する認可申請書 
 
 
  ○○○○に係る業務の代理又は事務の代行を行いたく、保険業法第９８条
第２項（又は法第１９９条において準用する法第９８条第２項）の規定に基
づき、別紙のとおり認可を申請いたします。        
 
                                 
 
（注）  添付書類 
        １．別紙様式５の２ 
        ２．保険業法施行規則第５１条の２第１項（又は同規則第１４１条

の２第１項）に掲げる書類 
        ３．業務の代理又は事務の代行に関する契約書（いわゆる協調融資

に係る認可申請を行う場合には、契約書の雛型でも可とする。） 
 



 

現        行 改    正    後 

 
別紙様式５の２ 
 

 申請理由  

 業務の種類  

 契約の相手方（会社名、所在地等）  

 業務の範囲  

 条件（手数料等）  

 業務を行う地域  

 業務開始日      年  月  日  （  ） 

 

 
                                 
 
 
 

(2) 損害保険関係 
 

別紙様式４（業務の代理又は事務の代行） 

                              文書番号 

                             年 月 日 

  金融庁長官○○○○殿   

                                   

                保険会社名（又は外国損害保険会社等） 

                代表者名（又は日本における代表者） 印 

          

○○○○に係る業務の代理又は事務の代行に関する認可申請書 

 
別紙様式５の２ 
 

 申請理由  

 業務の種類  

 契約の相手方（会社名、所在地等）  

 業務の範囲  

 条件（手数料等）  

 業務を行う地域  

 業務開始日      年  月  日  （  ） 

 

 
(注)契約の相手方について、いわゆる協調融資に係る認可申請を行う場
合は、業種の記載でも可とする。                                  

 
 

(2) 損害保険関係 
 

別紙様式４（業務の代理又は事務の代行） 

                              文書番号 

                             年 月 日 

  金融庁長官○○○○殿   

                                   

                保険会社名（又は外国損害保険会社等） 

                代表者名（又は日本における代表者） 印 

         

○○○○に係る業務の代理又は事務の代行に関する認可申請書 



 

現        行 改    正    後 

 

 ○○○○に係る業務の代理又は事務の代行を行いたく、保険業法第９８条第２

項の規定に基づき、下記のとおり認可を申請いたします。 

 

 
記 

 
 
 申請理由 
 

 

 
 委託会社の概要（会社名、所在地等） 
 

 

 
 業務の種類 
 

 

 
 業務の範囲 
 

 

 
 条件（手数料等） 
 

 

 
 業務を行う地域 
 

 

 
 業務開始日 
 

 
        年  月  日（ ） 
  

                                                                           

             

（注）１．添付書類 

     保険業法施行規則第５１条の２第１項に掲げる書類。 

    （新設） 

 

２．共同保険については、委託会社の概要のうち会社名・所在地を除くこ

 

 ○○○○に係る業務の代理又は事務の代行を行いたく、保険業法第９８条第２

項（又は法第１９９条において準用する法第９８条第２項）の規定に基づき、下

記のとおり認可を申請いたします。 

 
記 

 
 
 申請理由 
 

 

 
 契約の相手方（会社名、所在地等） 
 

 

 
 業務の種類 
 

 

 
 業務の範囲 
 

 

 
 条件（手数料等） 
 

 

 
 業務を行う地域 
 

 

 
 業務開始日 
 

 
        年  月  日（ ） 
  

                                                                           

             

（注）１．添付書類 

    ①保険業法施行規則第５１条の２第１項（又は同規則第１４１条の２第

１項）に掲げる書類。 

②業務の代理又は事務の代行に関する契約書（いわゆる協調融資に係る

認可申請を行う場合には、契約書の雛型でも可とする。） 

○ ○ 



 

現        行 改    正    後 

とができるものとする。 

   （新設） 
 

   ２．共同保険については、契約の相手方のうち会社名・所在地を除くこと

ができるものとする。 

３．契約の相手方について、いわゆる協調融資に係る認可申請を行う

場合は、業種の記載でも可とする。 
 

 


